
１　平成３１年度　各会計別総額 ・・・・・・・Ｐ　１

２　平成３１年度　一般会計歳入構成 ・・・・・・・Ｐ　３

３　平成３１年度　一般会計歳出構成 ・・・・・・・Ｐ　４

４　地方交付税・臨時財政対策債の推移 ・・・・・・・Ｐ　９

５　平成３１年度　地方財政収支見通しの概要 ・・・・・・・Ｐ１０

６　平成３１年度　地方債計画 ・・・・・・・Ｐ１１

予算資料１

当　　初　　予　　算　　資　　料

平成３１年度

太　良　町



１．各会計別総額

会 計 別 Ｈ３１年度 Ｈ３０年度 増減率 比　較
H31年度
構成比

備　　　　　考

一 般 会 計 7,030,000 7,223,000 ▲ 2.7 ▲ 193,000 70.1

一般財源         3,847,069

投資的経費
　   1,177,886 →  796,936

後期高齢者医療特別会計 133,000 139,000 ▲ 4.3 ▲ 6,000 1.3
広域連合納付金
　　　　134,065 → 128,154

国民健康保険特別会計 1,328,000 1,400,000 ▲ 5.1 ▲ 72,000 13.2

保険給付費
　　　  914,296 → 873,088
国民健康保険事業費納付金
　　　　400,706 → 383,215

漁業集落排水特別会計 64,800 50,600 28.1 14,200 0.6
施設整備事業
　　　    8,290 →  18,390

簡 易 水 道 特 別 会 計 70,000 110,000 ▲ 36.4 ▲ 40,000 0.7
水道施設改良事業
　　　 　44,000 →   4,000

水 道 事 業 会 計 72,500 72,800 ▲ 0.4 ▲ 300 0.7
建設改良費
　　　　 12,315 →  11,579

町立太良病院事業会計 1,335,019 1,418,981 ▲ 5.9 ▲ 83,962 13.3

建物改修費
　　　　 46,450 →     780
固定資産購入費
　　　   88,770 →  11,990

総 計 10,033,319 10,414,381 ▲ 3.7 ▲ 381,062 100.0

平　成　31　年　度　当　初　予　算

※山林特別会計はH29年度をもって廃止し、H30年度から一般会計に編入しています。（一般会計＝普通会計）

※構成比（％）は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計が100にならないことがあります。
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２．一般会計歳入構成
(単位：千円、％)

Ｈ３１年度 Ｈ３０年度 増 減 率 比　較 H31年度構成比 備　　　　　　　　　　　　　考

１． 町税 743,998 730,628 1.8 13,370 10.6
町民税　　　　302,909 → 310,727（+7,818）
固定資産税　　342,448 → 343,807（+1,359）
たばこ税　 　　51,336 →  54,631（+3,295）

２． 地方譲与税 68,900 64,900 6.2 4,000 1.0 森林環境譲与税　　　0 →　 3,600（皆増）

３． 利子割交付金 551 797 ▲ 30.9 ▲ 246 0.0

４． 配当割交付金 2,055 1,790 14.8 265 0.0

５． 株式等譲渡所得割交付金 1,465 1,180 24.2 285 0.0

６． 地方消費税交付金 143,251 145,670 ▲ 1.7 ▲ 2,419 2.0
一般財源分　　  79,281 → 78,222（▲1,059）
社会保障財源分  66,389 → 65,029（▲1,360）

７． 自動車取得税交付金 4,404 6,778 ▲ 35.0 ▲ 2,374 0.1 H31年度中に廃止され環境性能割交付金へ移行

８． 環境性能割交付金 1,884 － 皆　増 1,884 0.0 H31年度中に自動車取得税交付金から移行される

９． 地方特例交付金 2,600 1,700 52.9 900 0.0

10． 地方交付税 2,300,000 2,300,000 0.0 0 32.7

11． 交通安全対策特別交付金 1,400 1,400 0.0 0 0.0

12． 分担金及び負担金 48,321 40,318 19.8 8,003 0.7
水産物供給基盤整備事業費分担金　0 → 3,600（皆増）
在宅当番医制事業負担金    　　　0 → 2,617（皆増）

13． 使用料及び手数料 69,333 68,546 1.1 787 1.0

14． 国庫支出金 518,101 536,496 ▲ 3.4 ▲ 18,395 7.4
学校施設環境改善交付金　 　　　　　　8,910→0(皆減)
社会資本整備総合交付金(社会教育費分)13,333→0(皆減)

15． 県支出金 484,889 434,797 11.5 50,092 6.9

児童措置費負担金　　44,842 → 49,775（+4,933）
施設型給付費負担金　19,194 → 23,398（+4,204）
さが園芸農業者育成対策事業費補助金
                    54,317 → 40,877（▲13,440）
水産物供給基盤整備事業費補助金 0 → 58,500（皆増）

16． 財産収入 23,384 21,900 6.8 1,484 0.3

17． 寄附金 901,002 801,002 12.5 100,000 12.8 ふるさと応援寄附金 800,000 → 900,000（+100,000）

18． 繰入金 1,253,461 1,348,582 ▲ 7.1 ▲ 95,121 17.8

財政調整基金繰入金　　248,302 → 296,304(+48,002)
公共施設整備基金繰入金202,700 →   4,000(▲198,700)
ふるさと応援寄附金基金繰入金
　　　　　　　　　　　713,100 → 763,300(+50,200)

19． 繰越金 30,000 30,000 0.0 0 0.4

20． 諸収入 142,501 139,016 2.5 3,485 2.0

21． 町債 288,500 547,500 ▲ 47.3 ▲ 259,000 4.1 過疎対策事業債　414,200 → 157,500（▲256,700）

7,030,000 7,223,000 ▲ 2.7 ▲ 193,000 100.0

・自主財源 3,212,000 3,179,992 1.0 32,008 45.7
・依存財源 3,818,000 4,043,008 ▲ 5.6 ▲ 225,008 54.3

歳　　入　　合　　計

区　　　　　分

※構成比（％）は小数点以下第2位を四捨五入しているため、
合計が100にならないことがあります。
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※構成比（％）は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計が100にならないことがあります。

平成３１年度歳入予算 

自主財源 
３，２１２ 
（45.7％） 

依存財源 
３，８１８ 
（54.3％） 

繰入金 
1,253 

（17.8％） 

町税 
744 

（10.6％） 

   分担金・負担金 48（ 0.7％） 
   使用料・手数料  69（ 1.0％) 
   財産収入    23（ 0.3％） 
   繰越金     30（ 0.4％) 
   諸収入     143（ 2.1％） 

町債 
289 

（4.1％） 

県支出金 
485 

（6.9％） 
  国庫支出金 

518 
（7.4％） 

地方譲与税       69（1.0％） 
利子割交付金      1（0.0％） 
配当割交付金      2（0.0％） 
株式等譲渡所得割交付金 1（0.0％） 
地方消費税交付金    143（2.0％） 
自動車取得税交付金   4（0.1％） 
環境性能割交付金    2（0.0％） 
地方特例交付金     3（0.1％） 
交通安全対策特別交付金 1（0.0％） 

一般会計 
（単位：百万円） 

歳入予算総額 
 

７，０３０百万円 

その他 
314 

（4.5％） 

その他 
226 

（3.2％） 

寄附金 
901 

（12.8％） 
地方交付税 

2,300 
          (32.7％） 
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３．一般会計歳出構成
性質別 (単位：千円、％)

Ｈ３１年度 Ｈ３０年度 増 減 率 比　較 H31年度構成比 備　　　　　　　　　　　　　考

2,223,063 2,194,075 1.3 28,988 31.6

人 件 費 887,970 878,600 1.1 9,370 12.6 各種委員等報酬+2,809、職員手当等+5,347

公 債 費 464,417 482,588 ▲ 3.8 ▲ 18,171 6.6
公共事業等債▲15,945、辺地対策事業債▲10,808、
過疎対策事業債+8,775、臨時財政対策債+9,606

扶 助 費 870,676 832,887 4.5 37,789 12.4
老人ホーム入所措置費▲3,368、重度心身障害者医療費助
成▲3,480、障害者自立支援給付費+8,348、保育所運営委
託料+12,900、施設型給付費負担金+20,070

573,481 620,514 ▲ 7.6 ▲ 47,033 8.2

繰 出 金 573,481 620,514 ▲ 7.6 ▲ 47,033 8.2

国保特会繰出金(保険基盤安定保険税軽減分)+4,134、国保
特会繰出金(財政安定化支援)▲8,246、後期広域連合負担
金▲6,176、後期高齢特会繰出金▲5,476、簡水特会繰出金
(建設費繰出分)▲40,000、漁排特会繰出金+9,067

796,936 1,177,886 ▲ 32.3 ▲ 380,950 11.3

普 通 建 設 事 業 790,429 1,172,359 ▲ 32.6 ▲ 381,930 11.2

（補助）安心こども基金特別対策事業費補助金▲
10,125、家庭用合併処理浄化槽設置整備事業費補助金▲
6,140、道越漁港(竹崎地区)浚渫事業+89,430、橋梁維持補
修事業▲25,000、町営住宅防水対策等改修事業+9,000、多
良小屋外運動場改修事業▲42,120、自然休養村管理セン
ター耐震補強等改修事業▲176,990

（単独）庁舎電話設備改修事業+10,520、光情報通信基盤
整備事業補助金▲220,000、リサイクルセンター整備事業
▲13,620、さが園芸農業者育成対策事業費補助金▲
14,149、広域農道維持補修事業▲25,000、ふるさとの森林
づくり事業委託料+7,200、多良岳200年の森環境施設整備
事業▲10,230、多良岳200年の森活性化施設整備事業▲
6,000、コミュニティーバス▲13,570、海中鳥居トイレ整
備事業▲26,000、辺地対策事業+20,000、急傾斜地崩壊防
止事業+5,000、定住促進住宅建設事業+64,000、消防車輌
等+11,950、多良小外構整備事業▲32,340、町立小学校普
通教室照明器具改修事業+12,080、大浦中テニスコート改
修事業▲16,410、大浦中学校テニスコートフェンス改修事
業+10,000、自然休養村管理センター外構整備事業
+18,800、学校給食配送車輌▲6,980

災 害 復 旧 事 業 6,507 5,527 17.7 980 0.1

義 務 的 経 費

義務的経費に準じる経費

投 資 的 経 費

区　　　　　分
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3,436,520 3,230,525 6.4 205,995 48.9

物 件 費 1,298,698 1,076,878 20.6 221,820 18.5

イントラネットシステム更新業務委託料+17,422、情報化
推進事業用備品+40,230、通信運搬費(ふるさと応援寄附金
事業)+63,475、ワンストップ特例申請受付業務委託料
+5,041、固定資産評価システム更新業務委託料+6,996、総
合福祉保健センター個別施設計画策定業務委託料+4,785、
各種健(検)診委託料▲5,751、ごみ収集運搬処分等業務委
託料+13,018、廃棄物処理計画策定業務委託料+9,141、コ
ミュニティーバス運行用備品▲5,400、観光施設等個別施
設計画策定業務委託料+6,754、橋梁個別施設計画策定業務
委託料+11,000、公営住宅等長寿命化計画策定業務委託料
▲6,000、総合防災マップ作成業務委託料+5,540、学校施
設・文化施設長寿命化計画策定業務委託料▲7,776、社会
教育・スポーツ施設個別施設計画策定業務委託料+8,576

補 助 費 等 1,077,800 1,106,033 ▲ 2.6 ▲ 28,233 15.3

ふるさと応援寄附金謝礼▲50,000、航空写真共同撮影業務
負担金+5,975、佐賀県西部広域環境組合負担金16,180、多
良岳オレンジ海道長寿命化計画策定業務負担金▲5,200、
観光客誘客事業補助金▲12,700、消防団員退職報償金
+4,494

貸 付 金 50,000 50,000 0.0 0 0.7

維 持 補 修 費 34,830 67,930 ▲ 48.7 ▲ 33,100 0.5

投 資 及 び 出 資 金 48,090 108,473 ▲ 55.7 ▲ 60,383 0.7 町立太良病院事業会計繰出金(資本勘定)▲60,383

積 立 金 907,102 806,211 12.5 100,891 12.9 ふるさと応援寄附金基金積立金+100,000

予 備 費 20,000 15,000 33.3 5,000 0.3

7,030,000 7,223,000 ▲ 2.7 ▲ 193,000 100.0

一般行政経費（繰出金除く）

歳　　出　　合　　計
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平成３１年度歳出予算（性質別） 
一般会計 

   （単位：百万円） 

歳出予算総額 
 

７,０３０百万円 
公債費 

464 

（6.6％） 

貸 付 金 
50（0.7％） 

繰出金 
573 

（8.2％） 

維持補修費 
35（0.5％） 

・その他の内訳 

 予備費  20（ 0.3％） 

 積立金 907（12.9％） 

人件費 
888（12.6％） 

  補助費等 
1,078 

（15.3％） 

物件費 
1,299（18.5％） 

扶助費 
871 

（12.4％） 

投資・出資金 
48（0.7％） 

単独 
事業費 

468 
（6.7％） 

・人件費の内訳 
 議員報酬   42（0.6％） 
 委員等報酬  83（1.2％） 
 特別職給与  29（0.4％） 
 職員給   515（7.3％） 

 共済退職等  219（3.1％） 

・補助費等の内訳 
 一部事務組合負担金 291( 4.1％) 
 その他            787(11.2％) 

・公債費の内訳  
 元金 438（6.2％） 
 利子  26（0.4％） 

災害復旧事業費 
7 

（0.1％） 

投資的経費  
797（11.3％） 

義務的経費に準じる経費 
573（8.2％） 

義務的経費 
2,223（31.6％） 

一般行政経費 
（繰出金除く） 

3,437（48.9％） 

その他 
927 

（13.2％） 

補助事業費 
322 

（4.5％） 
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目的別 (単位：千円、％)

Ｈ３１年度 Ｈ３０年度 増 減 率 比　較 H31年度構成比 備　　　　　　　　　　　　　考

79,525 81,360 ▲ 2.3 ▲ 1,835 1.1

2,189,990 2,138,720 2.4 51,270 31.2

庁舎電話設備改修事業　　　　　　　　　　 0→ 10,520
イントラネットシステム更新業務委託料     0→ 17,422
情報化推進事業用備品　　　　　　　　　　 0→ 40,230
光情報通信基盤整備事業補助金　　　 220,000→      0
ふるさと応援寄附金基金積立金       800,000→900,000
ふるさと応援寄附金事業             529,419→553,296

1,628,716 1,609,192 1.2 19,524 23.2

障害者自立支援給付費　　　　　　　 251,134→259,482
後期高齢者医療広域連合負担金　     150,361→144,185
安心こども基金特別対策事業費補助金  10,125→　　　0
保育所運営委託料                   230,800→243,700
施設型給付費負担金                  75,830→ 95,900

635,168 713,318 ▲ 11.0 ▲ 78,150 9.0

各種健(検)診委託料　　　　　　　　 　20,822→15,071
町立太良病院事業会計繰出金(資本勘定)108,473→48,090
簡易水道特別会計繰出金(建設費繰出分) 40,400→   400
廃棄物処理計画策定業務委託料　　　　　　　0→ 9,141
リサイクルセンター整備事業　　　　　 13,620→     0
佐賀県西部広域環境組合負担金　　　　 49,710→65,890

64 2 3,100.0 62 0.0 鹿島藤津高等職業訓練校運営費補助金        0→    59

579,640 545,697 6.2 33,943 8.2

さが園芸農業者育成対策事業費補助金　 67,294→53,145
多良岳200年の森環境施設整備事業　　　10,230→     0
道越漁港（竹崎地区）浚渫事業              0→89,430
広域農道維持補修事業　　　　　　　　 27,400→ 2,400

161,396 241,529 ▲ 33.2 ▲ 80,133 2.3

廃止路線代替バス運行費補助金5,700／生活交通路線維持
費補助金6,200／地域公共交通活性化協議会負担金4,800
をH31年度から総務費に計上
コミュニティーバス      13,570 → 　　0
観光客誘客事業補助金　　14,400 → 1,700
海中鳥居トイレ整備事業  26,000 → 　　0

527,450 442,366 19.2 85,084 7.5
橋梁個別施設計画策定業務委託料　　　 0 → 11,000
辺地対策事業　　　　　　　　　　11,000 → 31,000
定住促進住宅建設事業                 0 → 64,000

226,202 196,664 15.0 29,538 3.2
消防車輌等　　　　　             4,150 → 16,100
消防団員退職報償金　　　      　 7,587 → 12,081
総合防災マップ作成業務委託料         0 →  5,540

510,925 751,037 ▲ 32.0 ▲ 240,112 7.3

学校施設・文化施設長寿命化計画策定業務委託料
　　　　　　　　　　　　 　　　　7,776 →　  　0
多良小学校屋外運動場改修事業    42,120 →      0
社会教育・スポーツ施設個別施設計画策定業務委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　     0 →  8,576
自然休養村管理センター耐震補強等改修事業
　　　　　　　　　　　　　　　 176,990 →      0
学校給食配送車輌                 6,980 →      0

6,507 5,527 17.7 980 0.1

464,417 482,588 ▲ 3.8 ▲ 18,171 6.6
公共事業等債▲15,945、辺地対策事業債▲10,808、
過疎対策事業債+8,775、臨時財政対策債+9,606

20,000 15,000 33.3 5,000 0.3

7,030,000 7,223,000 ▲ 2.7 ▲ 193,000 100.0

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

区　　　　　分

議 会 費

予 備 費

計

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費
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平成３１年度歳出予算（目的別） 一般会計 
（単位：百万円） 

歳出予算総額 
 

７,０３０百万円 

民生費 
1,629 

（23.2％） 

衛生費 
635 

（9.0％） 

教育費 
511 

（7.3％） 
総務費 
2,190 

（31.2％） 

公債費 
464 

（6.6％） 

農林水産業費 
580 

（8.2％） 

土木費 
527 

（7.5％） 

商工費 
161 

（2.3％） 

消防費 
226   

（3.2％） 

議会費   80（1.1％） 
労働費    0（0.0％） 
災害復旧費   7（0.1％） 
予備費   20（0.3％）    

その他 
107（1.5％） 
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金　　　額 増減額 伸 率 金　　　額 増減額 伸 率 金　　　額 増減額 伸 率 金　　　額 増減額 伸 率 金　　　額 増減額 伸 率

基準財政需要額（Ａ） 2,775,497 △ 129,557 △ 4.5 3,013,172 237,675 8.6 2,976,186 △ 36,986 △ 1.2 2,917,639 △ 58,547 △ 2.0 2,916,266 △ 1,373 △ 0.1

基準財政収入額（Ｂ） 654,506 31,692 5.1 727,277 72,771 11.1 746,895 19,618 2.7 737,265 △ 9,630 △ 1.3 762,885 25,620 3.5

交 付 基 準 額 (A)-(B)
（Ｃ）

2,120,991 △ 161,249 △ 7.1 2,285,895 164,904 7.8 2,229,291 △ 56,604 △ 2.5 2,180,374 △ 48,917 △ 2.2 2,153,381 △ 26,993 △ 1.2

調 整 額（Ｄ） 0 0 － 0 0 － 2,448 2,448 － 2,302 △ 146 △ 6.0 2,824 522 22.7

普 通 交 付 税 (C)-
(D)                  （Ｅ）

2,120,991 △ 161,249 △ 7.1 2,285,895 164,904 7.8 2,226,843 △ 59,052 △ 2.6 2,178,072 △ 48,771 △ 2.2 2,150,557 △ 27,515 △ 1.3

特 別 交 付 税 （ Ｆ ） 234,677 △ 9,444 △ 3.9 226,639 △ 8,038 △ 3.4 226,965 326 0.1 227,904 939 0.4

地方交付税（E)+(F)  (G) 2,355,668 △ 170,693 △ 6.8 2,512,534 156,866 6.7 2,453,808 △ 58,726 △ 2.3 2,405,976 △ 47,832 △ 2.0

臨時財政対策債発行
額 (H)

170,393 △ 9,654 △ 5.4 165,240 △ 5,153 △ 3.0 129,792 △ 35,448 △ 21.5 130,487 695 0.5 130,003 △ 484 △ 0.4

交付税   ＋   臨財債
（G)+(H)

2,526,061 △ 180,347 △ 6.7 2,677,774 151,713 6.0 2,583,600 △ 94,174 △ 3.5 2,536,463 △ 47,137 △ 1.8

財 政 力 指 数 0.236 0.022 － 0.241 0.005 － 0.251 0.010 4.2 0.254 0.003 1.2 0.262 0.008 3.2

226,000 千円

※平成30年度特別交付税見込額

(単位：千円、％)

30

未　　　　　定

未　　　　　定

未　　　　　定

292826
区         分

27

４．地方交付税 ・ 臨時財政対策債の推移
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．
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収
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概
要
（
通
常
収
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区

分
の

変
更

等
を

行
う

場
合

に
お

い
て

発
行

す
る

借
換

債

　
地

方
税

等
の

減
収

が
生

じ
る

こ
と

と
な

る
場

合
に

お
い

て
発

行
す

る
減

収
補

塡
債

　
財

政
再

生
団

体
が

発
行

す
る

再
生

振
替

特
例

債

(2
4
)
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